
１．申請者の概要

団体名 松原商工会議所

代表者職・氏名 会頭　松岡　義則

〒580-0043

松原市阿保1丁目2番30号

設立年月日 昭和47年07月01日

職員数 10

うち経営指導員数 10

所管地域 松原市

管内事業所数 4,362（令和3年経済センサス活動調査による）

うち小規模事業者数 3,098（令和3年経済センサス活動調査による）

会員数 1,649（令和8年3月31日現在）

組織率 38.1%

担当者職・氏名 中小企業相談所長　端山　宗尚

連絡先電話番号 072-331-0291

連絡先メールアドレス m-cci@matsubara-cci.or.jp

令和７年度（2025年度）　

実績報告書

所在地

□主な事業概要（定款記載事項等）

(1)商工会議所としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること。

(2)行政庁等の諮問に応じて答申すること。

(3)商工業に関する調査研究を行うこと。

(4)商工業に関する情報及び資料の収集又は刊行を行うこと。

(5)商品の品質又は数量、商工業者の事業の内容その他商工業に係る事項に関する証明、鑑定又は検査を行うこ

と。

(6)輸出品の原産地証明を行うこと。

(7)商工業に関する施設を設置し、維持し又は運用すること。

(8)商工業に関する講演又は講習会を開催すること。

(9)商工業に関する技術及び技能の普及又は検定を行うこと。

(10)博覧会、見本市等を開催し、又はこれらの開催の斡旋を行うこと。

(11)商事取引に関する仲介又は斡旋を行うこと。

(12)商事取引の紛争に関する斡旋、調停又は仲裁を行うこと。

(13)商工業に関して、相談に応じ、又は指導を行うこと。

(14)商工業に関して、商工業者の信用調査を行うこと。

(15)商工業に関して、観光事業の改善発展を図ること。

(16)社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。

(17)行政庁から委託を受けた事務を行うこと。

(18)前各号に掲げるもののほか、本商工会議所の目的を達成するため必要な事業を行うこと。



２．事業概要 松原商工会議所

（４）事業を実施した結果浮かび上がった課題・次年度への取り組み

経営相談支援事業について、事業計画の作成等、増加している課題に対する情報収集や対応力の強化を継続す
る。また、更なる課題の掘り起こしを実施し、相談件数の増加を図る。
地域活性化事業について、マンネリ化がその事業を陳腐化させる。効果的な支援をするために、時代の流れと変
化の中で他の団体との連携を強め、事業の魅力を高めることが必要と思われる。顕著な成果がなければ同事業を
継続するか否かが今後の課題と考える。

　管内の事業所数は令和3年経済センサスで4,362事業所あり、そのうち小規模事業者は3,098事業所で約71％を
占める。当会議所は、地域経済の総合窓口として、小規模事業者の視点に立った支援を重視し、「交流・つなが
りの強化」「支援・サービスの充実」「地域特性を活かした魅力的な事業展開」を指針として掲げる。これらを
実現するため、松原市をはじめ阪南大学、地域金融機関や各種関係機関等と連携し、さらには商工会議所のネッ
トワークを活用し、各種事業を展開する。
　具体的には、小規模事業者の経営課題を把握し、巡回指導や窓口相談を行い、課題解決を支援する。また、商
工会や関係団体との広域的連携により、ビジネスマッチングを通じた地域活性化を図る。
　具体的な実施内容については、以下の通りである。
・優れた技術力や製品を有する企業の発掘及びその販路開拓のサポート（売りメッセ取引商談会in東大阪事業、ビ
ジネスチャンス発掘フェア、大阪勧業展）
・商店街を中心とした市内消費喚起の促進（巨大ガチャ＆街めぐりスタンプラリー）
・魅力ある商品などの情報発信、販売機会の創出（物産展inまつばら）
・創業および事業承継（創業支援事業、事業承継支援ネットワーク）
・人手不足、物価高騰、円安等、事業環境への対応に対する支援（人材確保支援事業、事業計画策定セミナー、
BCP策定支援事業）
　以上、事業者の視点に立って考え伴走することにより、「かかりつけの相談先」として機能する商工会議所を
目指す。

（１）所管地域の産業経済の現状と課題　

　松原商工会議所は、「活力ある地域社会の創造」を目指すべく松原市と平成22年10月に「包括協定」を締結
し、地域産業の活性化と新たな雇用創出を目的とした企業誘致施策(松原市企業立地促進条例)を推進し、地域の活
性化を積極的に進めている。
　工業では、日本一の技術力を持つ企業や「はばたく中小企業・小規模事業者300社」に選定される企業が存在す
る一方、小規模事業者が約89％を占めており、技術・品質等は優れているが事業規模としては大きくないため、
個社の生産効率の向上ならびに知名度の観点からはPR不足が課題である。商業では、大型商業施設が相次いで開
業しており、市内の個店や商店街等への影響は一段落したものの一定存在し、地域と共存する道筋を構築するこ
とが引き続き必要である。
　また、松原市内の事業所数は平成26年の4,889から令和3年には4,362に減少し、創業比率も府平均を下回るこ
とから、創業や事業承継支援が重要であると認識している。松原市は地理的条件は良いにも関わらず、地域経済
循環率は約71％と大阪府全体の約106％に比べて低く、第三次産業の一人当たり付加価値額も府平均を下回るた
め、付加価値額の向上と市内消費喚起、情報発信の強化も求められる。

（２）所管地域の活性化の方向性（事業の目標）

（３）事業を実施した効果

経営相談支援事業では、当初目標の210件に対し、361件の相談に応じた。地域における「かかりつけの相談先」
として、適切な支援を実施することができた。
地域活性化支援事業では、販路開拓を目的とした商談会・展示会・市内消費喚起促進事業中心に実施。各事業に
おいて満足率も高く、また、新規顧客の獲得に繋がるなどの成果があった。
その他、創業支援事業では、起業に関する知識の取得ならびに起業意欲の醸成に務めた。参加者数・満足率とも
に目標を達することができ、参加者の中には開業に至るなど、事業効果は高かった。



３．経営相談支援事業・専門相談支援事業

294 社

単位 当初計画 変更計画 実績 達成率

1 事業所カルテ・サービス提案 事業所 210 357 361 171.9%

2 支援機関等へのつなぎ 支援数 26 83 65 250.0%

3 金融支援（紹介型） 支援数 10 19 19 190.0%

4 金融支援（経営指導型） 支援数 30 39 40 133.3%

5 マル経融資等の返済条件緩和支援 事業所 1 5 4 400.0%

6 資金繰り計画作成支援 事業所 1 0 0 0.0%

7 記帳支援 事業所 30 37 46 153.3%

8 労務支援 支援数 50 62 62 124.0%

9 人材育成計画作成支援 事業所 1 0 0 0.0%

10 マーケティング力向上支援 事業所 1 1 1 100.0%

11 販路開拓支援 支援数 20 21 22 110.0%

12 事業計画作成支援 支援数 36 53 53 147.2%

13 創業支援 事業所 5 6 6 120.0%

14 事業継続計画（BCP）作成支援 事業所 20 0 0 0.0%

15 コスト削減計画作成支援 事業所 5 6 6 120.0%

16 財務分析支援 事業所 15 32 34 226.7%

17 ５S支援 事業所 1 0 0 0.0%

18 IT化支援 事業所 1 1 1 100.0%

19 債権保全計画作成支援 事業所 1 0 0 0.0%

20 事業承継支援 事業所 20 2 2 10.0%

21 災害時対応支援 事業所 0 0 0 -

22 フォローアップ支援 事業所 60 0 0 0.0%

23 結果報告 事業所 210 357 361 171.9%

松原商工会議所

Ⅰ　経営相談支援事業

支援メニュー

前年度支援企業数

件数設定の根拠（今年度の特徴等）

　令和６年の実績を基に、支援企業数を設定する。
　経営相談支援事業をより効果的に実施するために、経営指導員間での支援内容の共有や地域活
性化事業との相乗効果を図る。また、小規模事業者のニーズと経営課題の把握に努め、地域経済
の総合窓口とた、経営指導員によるきめ細やかな支援を基本方針としている。「交流・つながり
の強化」「支援・サービスの充実」「地域特性を活かす事業の展開」に努め、管内事業者から最
初に相談したい支援機関を目指す。



Ⅱ　専門相談支援事業

単位 当初計画 変更計画 実績 達成率

24 法務相談 日数 0 0 0 -

25 税務相談 日数 9 9 9 100.0%

26 金融相談 日数 12 12 11 91.7%

27 労務相談 日数 0 0 0 -

28 その他相談 日数 24 24 25 104.2%

　本事業では、小規模事業者が抱える課題解決に対応するため、専門家による相談窓口を設置。
弁護士、税理士、社会保険労務士、中小企業診断士等、また、日本政策金融公庫とも連携を図
り、様々な相談に迅速に対応した。
　税務相談では、開廃業に関するものが多く、金融相談においては、賃上げ関連の他、創業融資
に関する相談が一定数見られた。
　また、定例相談では間に合わない急ぎの対応を受け付ける「特急相談」のニーズも多く、今年
度は労使関係についての相談や就業規則の見直し等の案件が多く、専門家から支援を行った。

支援のポイント・成果

　経営指導員を中心に管内事業所への相談支援を行う際、これまで培ってきた関係を踏まえなが
ら、これまで以上に深い経営支援を行った。
　成果事例として以下の２つの例を挙げる。
①当事業所は、当会議所主催の創業セミナーを卒業した女性経営者で整理収納アドバイザー業を
営んでいる。代表者の個性と独自のメソッドを活かして順調に事業を拡大しているが、一方で代
表者の活動の限界により売上が頭打ちになっていた。今後の事業展開について相談を受け、ス
クール化を提案し、同時に３年後の設立を目指した事業計画を一緒に検討し作成を支援した。
②当事業所は、近隣地域にて土木工事業を営んでいる。業界に精通した代表者の営業力により業
績は安定していたが一時的な休業と大型案件の受注が重なりキャッシュフローに問題が生じた。
資金調達について相談を受け、売上利益、資産負債の状況を把握して融資実行に至るまで伴走支
援を行った。また、所得税及び消費税の確定申告に関しても正確なものとなるよう支援した。

支援のポイント・成果

事業名



５－１．地域活性化事業　事業調書（実績）

4
年

目

社 社

松原商工会議所

事業名 事業計画策定セミナー 事業番号 1 新規/継続 継続

10 19

想定する実施期間 2022 年度～ 年度まで

「新事業展開チャレンジ支援事業」の周知等の連携を図った。

②広域

連携
③市町

村連携

④相談

相乗

事業計画の作成において、事業計画の見通しや実現可能性など、計画の完成度の向上に向けた
支援を図った。

※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出すること

事

業

の

概

要

事業の目的

（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　原油・物価高騰、円安による調達コストの増加など、外部環境の変化に対応し、適応するための事業
展開等の新たな取り組みを支援する。本セミナーでは、事業展開等の計画に不可欠な事業計画の策定に
スポットを当て支援する。管内の中小・小規模事業者の新たな取り組みを実行するための足掛かりとな
ることを目的とする。
　原油価格や物価の高騰、円安による調達コストの増加は、中小企業の経営に深刻な打撃を与え続けて
いる。また、人材不足を原因とする倒産の増加も懸念されており、この状況が続けば企業の存続が危ぶ
まれる。企業が生き残るためには、ポストコロナ時代の経済環境の変化に適応し、新たな事業展開を通
じて売上を創出することが不可欠である。さらに、2023年に当所が実施した「物価高騰の影響」に関
する調査では、約85％の事業所が影響を受けていると回答している。このような状況下において、新し
い生活様式や物価高騰といった事業環境の変化に対応するため、事業の見直しや新たな取り組みを行う
ことが求められている。

支援する対象

（業種・事業所数等）

　松原市内4,362事業所

実施時期・具体的な

内容及び事業手法

開催日時：2025年5月21日（火）15：00～17：00
開催場所：松原商工会議所
内容：第1部「事業計画の策定についての方法や作成のポイント」についての説明会を
　　　 　　　実施した。併せて、各種補助金制度の活用方法について説明を行った。
　　　第2部「新事業展開テイクオフ支援事業」についての制度説明等
参加事業所数：39事業所（42名）

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施

策連携

事

業

全

体

の

実

績

／

目

標

達

成

度

計画に対する

実績（数値）

総支援企業

数(計画)
20.0

総支援企業

数(実績)
39.0

目標の達成度

（支援企業を

どう変化させる

ことができたか)

代表指標
事業計画の策定に取り組む事業者数

数値目標 実績数値 目標達成度 190.0%

成果の代表事例

　事業計画策定のポイントを効率的に習得することができ、精度の高い事事業計画の策定が可能となっ
た。事業の計画的な実施、補助金の活用など事業の成功率の向上に繋がった。また、セミナー受講後、
計画のブラッシュアップ等を支援した結果、物価高等の事業環境の変化に対応するために補助金を活用
する運びとなった。

支援
実績率

195.0% 満足率 82.1%

実

施

結

果

課題及び次期

以降への取組み

（実績が目標値に達していな

い場合は、その理由や今後ど

のようにフォローするのか）

　補助金を契機として事業計画を策定する事業所が多いため、補助金申請を断念すると事業計画を策定
する意欲が低下する傾向にある。
　課題としては、事業計画の策定に対する苦手意識を払拭させることが挙げられ、その解決策として経
営相談および専門相談による伴走支援の強化が求められる。次年度以降、相談体制を強化し事業計画の
策定を促進させる。

その他目標値の実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度



５－２．地域活性化事業　事業調書（実績）

3
年

目

％ ％

松原商工会議所

事業名 創業支援事業 事業番号 2 新規/継続 継続

80 81.5

想定する実施期間 2023 年度～ 年度まで

大阪府創業支援ネットワーク会議に参加するとともに、府のメルマガを活用しPRを図った。

②広域

連携

③市町

村連携

松原市創業支援連携ネットワーク（松原市・阪南大学・日本政策金融公庫・池田泉州銀行）と
連携し、特定創業支援事業として実施した。市内参加者へ向けた広報のため松原市を始め上記
のネットワークと連携して実施した。

④相談

相乗
創業実現に向けて個別の経営課題解決についてフォローし、相談事業との相乗効果を図った。

※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出すること

事

業

の

概

要

事業の目的

（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　創業・起業を志す者を中心に支援事業を展開する。創業への必要な知識や心構えを習得する「創業セ
ミナー」を開催する。また、創業支援の一環として、既に創業しているが実質的な創業に至っていない
事業者も含め支援する。
　松原市内の創業比率は2014～2016年では約3.59％（出典：RESAS）と大阪府平均の約5.17％と比
べて低いため、潜在的な創業者希望者を掘り起しが見込める。それによって管内での創業者の増加を図
ると共に、地域経済の活性化に繋げることを目的とする。

支援する対象

（業種・事業所数等）

　将来、松原市で創業をしたいと考える者、創業に向けて準備している者、創業して間もない事業者で
事業計画の再検討を行う者を対象とする。

実施時期・具体的な

内容及び事業手法

開催日時：2025年7月12日（土）10：00～16：00
　　　　　2025年7月26日（土）10：00～16：00
　　　　　2025年8月   9日（土）10：00～16：00
　　　　　2025年8月30日（土）10：00～16：00

開催場所：松原商工会議所
内　　容：特定創業支援等事業に沿った「経営」、「財務」、「人材育成」、「販路開拓」を中心とし
たカリキュラムを実施した。さらに、日本政策金融公庫や地域の金融機関を招いた「融資」や過去の創
業塾卒業生による先輩起業家シンポジウム等を実施した。
また、全日の講義後に受講者による交流会を実施し、創業者のネットワーク作りを行った。
セミナー終了後、受講者が共同で展示会に出展するなど、ネットワークが有効に機能している。
参加事業所数：27名

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施

策連携

事

業

全

体

の

実

績

／

目

標

達

成

度

計画に対する

実績（数値）

総支援企業

数(計画)
20.0

総支援企業

数(実績)
27

目標の達成度

（支援企業を

どう変化させる

ことができたか)

代表指標
創業に対する意欲が高まった参加者の割合

数値目標 実績数値 目標達成度 101.9%

成果の代表事例

不動産仲介業での起業を検討していた受講者が本セミナーを受講し、完成度の高い事業計画を建てるこ
とができた。同事業計画を基に金融機関から創業融資を受けて起業に至った。創業者のネットワークを
通じて、人的ネットワークを広げることにより、当初の売上に結びついた。

支援
実績率

135.0% 満足率 100.0%

実

施

結

果

課題及び次期

以降への取組み

（実績が目標値に達していな

い場合は、その理由や今後ど

のようにフォローするのか）

土曜日の終日を4日間実施したが、受講者より土日は出席しにくい、との声があった。平日の夜など、
次年度は実施曜日や時間を検討し、全日程出席しやすい体制で実施する。

その他目標値の実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度



５－３．地域活性化事業　事業調書（実績）

2
年

目

％ ％

【別紙】複数の事業目標を設定している場合は、別紙に事業目標毎の実績／達成度をご記入ください。

％ ％

社 社

松原商工会議所

事業名 BCP策定支援事業 事業番号 3 新規/継続 継続

100 37.5

想定する実施期間 2024 年度～ 年度まで

大阪府中小企業支援室経営支援課経営支援グループ（商-13）と連携し、事業を実施した。

②広域
連携

③市町
村連携

事業継続力強化支援計画に則り、松原市産業振興課・危機管理課と連携し、事業を実施した。

④相談
相乗

BCP策定において、経営指導員が伴走支援した。

※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出すること

事

業

の

概

要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　2011年の東日本大震災を契機にBCP（事業継続計画）の推進が進められてきたが、中小企業では導入
が進んでいない現状にある。南海トラフ地震などの自然災害、情報セキュリティ事故、新型コロナウイル
ス等感染症の発生といった脅威が想定される中、事業の迅速な復旧と継続を図るためにはBCPの策定が不
可欠である。
　帝国データバンクの調査（2024年）によれば、BCPを策定している企業は全体で19.8％に留まり、特
に中小企業では16.5％と低い水準である。策定が進まない主な理由として「スキル・ノウハウ不足」が挙
げられ、策定支援の必要性が示されている。また、BCPの重要性は危機管理力の向上や感染症対策の関心
の高まりを背景に、事業の信頼性向上や取引拡大、雇用維持の観点からも注目されている。
　こうした状況を受け、令和5年に松原市と共同で事業継続力強化支援計画を策定し認定を受けた。本事
業は、中小・小規模事業者にBCP策定の必要性を認識させ、その支援を行うことを目的としており、その
ニーズは極めて高い。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　松原市内4,362事業所（BCP策定に関心を持つ中小・小規模事業者）

実施時期・具体的な
内容及び事業手法

開催時期：2026年3月6日
開催場所：堺市総合防災センター（体験型防災施設）
内　　容：「第1部」体験型防災学習
　　　　　　　　 　(1)起震装置による地震体験、地震発生直後の街並みを体感、消火・避難など一連
　　　　　　　　　　   の行動を関連づけた体験をする
　　　　　「第2部」BCP策定セミナー
　　　　 　　　　　(1)ＢＣＰの基礎知識について
　　　　　 　　　　(2)大阪府が提供する「超簡易版BCP『これだけは！』シート」の策定支援
　　　　　 　　　　(3)中小企業等経営強化法に基づく「事業継続力強化計画」の策定支援
　　　　　 　　　　(4)取り組むうえでの留意点・ポイント

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施
策連携

事

業

全

体

の

実

績

／

目

標

達

成

度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

17.0
総支援企業
数(実績)

8.0

目標の達成度
（支援企業を

どう変化させる
ことができたか)

代表指標 「超簡易版BCP『これだけは！』シート」の策定企業の割合

数値目標 実績数値 目標達成度 37.5%

成果の代表事例
　BCP策定には至らなかったが、防災体験がBCP策定へ向けた意識向上に繋がっている事業所が多く、今
後の成果に繋がる。

支援
実績率

47.1% 満足率 100.0%

実

施

結

果

課題及び次期

以降への取組み

（実績が目標値に達していな

い場合は、その理由や今後ど

のようにフォローするのか）

　ＢＣＰ策定は非常にタイムリーなテーマであり、大阪府内企業においても南海トラフ巨大地震や局地的
豪雨といった自然災害にかかるリスクが取り上げられる中で、中小・小規模事業者でも関心が高いことが
伺える。しかしながら、企業規模・人的不足の問題からBCPの策定率は低く、未だ策定が進んでいない企
業が多い状況にある。今後も継続してBCP策定の必要性を発信し、策定率の向上を目指す。

その他目標値の実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

目標の達成度
（支援企業を

どう変化させる
ことができたか)

指標
「超簡易版BCP『これだけは！』シート」の策定企業の割合

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

15.0
支援企業
数(実績)

8.0
支援

実績率

100数値目標 実績数値 目標達成度

53.3% 満足率 100.0%

実

績

／

達

成

度

②

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

2.0
支援企業
数(実績)

0
支援

実績率
0% 満足率

その他目標値の実績
目標値

（計画）
目標値

（実績）
目標達成度

実

績

／

達

成

度

①

2 0

0%

目標の達成度
（支援企業を

どう変化させる
ことができたか)

指標

その他目標値の実績
目標値

（計画）
目標値

（実績）
目標達成度

中小企業等経営強化法に基づく「事業継続力強化計画」等の策定

数値目標 実績数値 目標達成度 0%



５－４．地域活性化事業　事業調書（実績）

1
年

目

％ ％

松原商工会議所

事業名 人材確保支援事業（動画で事業所紹介） 事業番号 4 新規/継続 新規

80 0

想定する実施期間 2025 年度～ 年度まで

②広域

連携
③市町

村連携

④相談

相乗

効果的な動画作成に関するサポートならびに求人活動について必要な支援を実施
カルテ化5件

※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出すること

事

業

の

概

要

事業の目的

（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ

（内容・把握方法等）

   中小企業・小規模事業者における人手不足・採用難は慢性的な課題であり、日本商工会議所が2024
年7月に実施した調査では、63.0％の事業所が「人手が不足している」と回答し、人手不足と回答した
事業所の65.5％が、事業運営への影響が「非常に深刻・深刻」と感じている、との結果であった。ま
た、直近の令和６年１２月発表の大阪での有効求人倍率は1.23倍と３ヶ月連続上昇しており、人材確保
の厳しさに拍車がかかっている。
   加えて、昨今のデジタル化の流れを受けて、求人活動の手法は紙媒体からwebを活用した手法が主流
になりつつある中、動画の活用が求職者へのアピールツールの一つとして重要度を増しているが、取り
組めていない事業所が大多数を占める。
　そこで、求人活動を行っている事業所のショート動画を、当会議所が取りまとめてホームページへ掲
載する他、大学・高校や関係機関等へ広報・周知することで、管内事業所の採用支援に繋げる。

支援する対象

（業種・事業所数等）

松原市内4,362事業所（求人活動を行っている中小・小規模事業者を中心とする）

実施時期・具体的な

内容及び事業手法

募集時期：2025年7月
編集：各参加事業所とPRすべき内容について確認しながら、動画を完成させた。
完成：2026年2月
広報：当会議所ホームページ「求人情報」コーナーへ掲載、大学への案内

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施

策連携

事

業

全

体

の

実

績

／

目

標

達

成

度

計画に対する

実績（数値）

総支援企業

数(計画)
20.0

総支援企業

数(実績)
15.0

目標の達成度

（支援企業を

どう変化させる

ことができたか)

代表指標
求人活動に役立ったと感じた事業所の割合

数値目標 実績数値 目標達成度 0%

成果の代表事例

　直接的な求人の効果は無かったが、自社の強みやPRすべきポイントを整理するきっかけとなった。ま
た、今後の求人活動において活用する企業も半数以上あり、求人活動におけるデジタル媒体の利用の
きっかけとなった。

支援
実績率

75.0% 満足率 86.7%

実

施

結

果

課題及び次期

以降への取組み

（実績が目標値に達していな

い場合は、その理由や今後ど

のようにフォローするのか）

　自社の強みやPRすべきポイントを整理するのに時間が必要とし、完成が後倒しになった。今後、動画
紹介におけるヒアリングの際に掲載すべき内容を明示していく。

その他目標値の実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度



５－２．地域活性化事業　事業調書（実績）

1
年

目

％ ％

松原商工会議所

事業名 独創的な企画を活用した販路開拓事業 事業番号 5 新規/継続 新規

70 46

想定する実施期間 2025 年度～ 年度まで

②広域

連携
③市町

村連携
④相談

相乗
事業実施にあたり、PR方法などについて伴走支援

※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出すること

事

業

の

概

要

事業の目的

（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　大型商業施設の開業が相次ぎ、また、スーパーマーケットの新規出店等もあり、市内商業における小
規模事業者への影響は大きく、地域商店主からは人通りが減少傾向にあり回復の兆しが見られない、と
いった声が多い。そこで、地域資源（商店や歴史・文化の発信）の効果的な活用が求められている。
　このような中、地元に根付いた魅力的な店舗に改めて目を向けてもらうため、スタンプラリーの仕組
みを活用し、交流人口を増加させ消費喚起ならびに地域活性化を図る。

支援する対象

（業種・事業所数等）

松原市内の商業・サービス業（1,491事業所）

実施時期・具体的な

内容及び事業手法

　松原市の主要駅である河内松原駅周辺の商店街を中心とした店舗を対象としたスタンプラリーを実施
した。参加店舗を掲載したリーフレットを作成・配布することで、市内の商業・サービス業のPRを図っ
た。また、スタンプラリーを後押しするため、特大ガチャを製作し、消費喚起につなげた。
開催時期：2025年11月2日～12月25日
対象店舗：松原市内におけるBtoC取引の店舗（特に、主要駅である河内松原駅周辺を中心とする）
　　　　※業種：小売・飲食・サービス　等
開催場所：河内松原駅付近
スケジュール：
9月頃  　参加店舗の募集
10月頃  　事業周知

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施

策連携

事

業

全

体

の

実

績

／

目

標

達

成

度

計画に対する

実績（数値）

総支援企業

数(計画)
50.0

総支援企業

数(実績)
50.0

目標の達成度

（支援企業を

どう変化させる

ことができたか)

代表指標
新規顧客獲得につながった事業所の割合

数値目標 実績数値 目標達成度 65.7%

成果の代表事例

　本事業を通じて、新規顧客獲得に一定の効果はあった。また、アンケートより、そのお客様の50％は
リピートした結果となった。
　スタンプラリーの利用数も店によっては、200件以上あり、市内消費喚起に効果はあった。

支援
実績率

100.0% 満足率 78.0%

実

施

結

果

課題及び次期

以降への取組み

（実績が目標値に達していな

い場合は、その理由や今後ど

のようにフォローするのか）

　スタンプラリーの総数を増加させるためにもイベントの認知度の向上が重要となる。駅近隣へのポス
ティング等を実施したが、広告宣伝が弱く、イベントの認知度は低かった。新規顧客獲得の割合を増加
させるためにも、次年度以降、広告宣伝の強化を図っていく。

その他目標値の実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度



５－6．地域活性化事業　事業調書（実績）

11
年

目

松原商工会議所

事業名 物産展inまつばら 事業番号 6 新規/継続 継続

想定する実施期間 2015 年度～ 年度まで

②広域

連携

事業周知及び募集について南河内の各商工会と連携して実施した。
河内長野市商工会（3社）、羽曳野市商工会（3社）、富田林商工会（2社）
大阪狭山市商工会（3社）、藤井寺市商工会（3社）、柏原市商工会（２社）

③市町

村連携
松原市と連携して事業周知を図った。

④相談

相乗
出展の効果を向上させるために、事前（出展方法等）支援を実施した。

※複数年段階的実施事業は

別紙にて計画を提出すること

事

業

の

概

要

事業の目的

（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　本事業では、松原商工会議所と南河内地域の６商工会と連携を図り、南河内地域の商品・サービスの
PRを図ることで、ビジネスチャンスの獲得や販路拡大など、南河内地域の新たな顧客を生み出すことを
目的とする。
　昨年度のアンケート結果より、新規顧客の獲得や商品PRに繋がったなど、開催を望む声が多い。ま
た、直接消費者の声が聴くことができるために、商品開発等の一助となっている。
　加えて、2025年度は、“物流のまち松原”という地域特性を訴求するため、“古くから交通の要衝
として発達してきた松原に、近隣地域の特産品が大集合”をコンセプトに、運送会社の協力を得ながら
大型や様々なタイプのトラックを活用した物産展“トラックマーケット”を実施する。近年、イベント
出展において「設営コストの削減」や「移動販売による柔軟な販売機会の確保」などのニーズが高まっ
ている。トラックを活用することで、短時間での出店・撤収が可能となり、出展者の負担を軽減すると
ともに、屋内での実施による制約も解消されユニークな販売スタイルとして来場者の関心を引くことが
期待される。
　尚、大阪府が実施する「大阪代表商品選抜・販促事業」と連携することで、地域代表商品のＰＲの場
を提供する機会を増やす意味合いを含む。

支援する対象

（業種・事業所数等）

　松原商工会議所、南河内地域の商工会の事業所（約21,500事業所）、大阪代表商品選抜・販促事業
の参加事業者

実施時期・具体的な

内容及び事業手法

【通常物産展】
　南河内6商工会と連携し、特色ある商品・サービスのPRおよび販路開拓を目的に実施した。物販やチ
ラシ配布、来場者アンケートを通じて継続的なPRと商品改良につなげるとともに、「大阪代表商品選
抜・販促事業」との連携により認知度向上を図った。来場者数は16,750人と集客面で一定の成果が見
られた一方、事業所ごとのPR機会確保が今後の課題である。

会期：2025年11月8日（土）、9日（日）（２日間）
場所：松原市民体育館
参加事業所数：36事業所
来場者数：16,750人
実施手法：販路開拓型

【トラックマーケット】
　トラックを活用した展示・販売により話題性を高め、商業施設来場者へのPRを行った。「大阪代表商
品選抜・販促事業」と連携し周知を図ったが、1日開催のため来場者数は限定的となり、今後は事前PR
や内容面の工夫による集客力向上が課題である。

会期：2026年2月1日（日）
場所：セブンパーク天美
参加事業所数：20事業所
来場者数：2,141人
実施手法：販路開拓型

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施

策連携
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人 人

【別紙】複数の事業目標を設定している場合は、別紙に事業目標毎の実績／達成度をご記入ください。

％ ％

人 人

％ ％

人 人

80 62.5

事

業

全

体

の

実

績

／

目

標

達

成

度

計画に対する

実績（数値）

総支援企業

数(計画)
65.0

総支援企業

数(実績)
56.0

目標の達成度

（支援企業を

どう変化させる

ことができたか)

代表指標
販路開拓に繋がった事業所の割合

数値目標

7,000 18,891

実績数値 目標達成度 78.1%

成果の代表事例

　松原市および近隣市の来場者に対して参加企業の商品・サービスを幅広くPRする機会を創出し、認知
度向上につながった。両事業を通じて、対面販売や消費者アンケートにより実践的な販路開拓を行うと
ともに、商品構成や見せ方、接客方法の工夫など、今後の販売活動や商品・サービス改良に活かせる意
識向上を図ることができた。

支援
実績率

86.2% 満足率 87.5%

269.9%

来場者数

実

施

結

果

課題及び次期

以降への取組み

（実績が目標値に達していな

い場合は、その理由や今後ど

のようにフォローするのか）

【通常物産展】
　来場者数は天候の影響を受けたものの、一定の集客および販売実績を確保することができた。一方
で、出展事業所ごとのPR機会に差が生じる点が課題として挙げられた。次期以降は、ブース配置や導
線、PR方法の工夫により、各事業所がより効果的に訴求できる環境整備を図る。

【トラックマーケット】
　話題性のある手法として一定のPR効果が確認できたが、集客面や運営方法について検討すべき課題も
明らかとなった。次年度の実施は未定であるものの、今年度の実績や課題を整理した上で、より効果的
な実施手法について検討を行っていく。

その他目標値の実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

目標の達成度
（支援企業を

どう変化させる

ことができたか)

指標
販路開拓に繋がった事業所の割合

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

35.0
支援企業
数(実績)

36.0
支援

実績率

80 62.5数値目標 実績数値 目標達成度 78.1%
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実
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達

成

度

②

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

30.0
支援企業
数(実績)

20.0
支援

実績率
66.7% 満足率

その他目標値の実績
目標値

（計画）
目標値

（実績）
目標達成度

実

績

／

達

成

度

①
3,500 16,750

80 80.0

3,000 2,141

90.0%

目標の達成度
（支援企業を

どう変化させる

ことができたか)

指標

その他目標値の実績
目標値

（計画）
目標値

（実績）
目標達成度

販路開拓に繋がった事業所の割合

数値目標 実績数値

71.4%

目標達成度 100.0%


